
（参考）平成27年の地方からの提案等に関する対応方針の概要 

 

下記の４項目全てを満足する場合に限り、事業認可又は届出における水需要予測を簡素化することができる。 

  ① 申請年度が前回の事業認可、届出又は国庫補助金交付に係る事業評価（以下、「確認等」という。）における目標年度

を超えていない。 

  ② 前回の確認等において今回申請年度の10 年度以内の実績値を用いて水需要予測を実施している。  

  ③ 前回の確認等から給水能力の変更を伴う施設整備がない。 

  ④ 交通機関の新設、住宅開発、新規工場団地の誘致等の開発計画に係る状況が前回の認可から変化がない、従前の

水需要予測と現状の実績に乖離が見られないなど前回の確認等から水道事業を取り巻く社会経済状況に変化がない。 

水需要予測の簡素化※の要件（現行） ※「簡素化」とは、前回の確認等の水需要予測の結果を用いること。 

 

以下の３項目全てを満足する場合に限り、給水区域の拡張に係る事業認可又は届出における水需要予測を簡素

化することができる。 

 

 Ⅰ既存の給水区域が現行の手引きに規定する水需要予測の簡素化の要件に適合している。 

       

 Ⅱ変更認可申請又は届出時の拡張給水区域の給水人口が100人以下である。 

 Ⅲ拡張給水区域に交通機関の新設、住宅開発、新規工場団地の誘致等の開発計画がない。 

給水区域の拡張に係る事業認可又は届出における水需要予測の簡素化（新規） 

拡張する給水区域の水需要が、既存水道事業に与える影響が軽微であることを確認 

既存給水区域の水道事業が適正な水需要予測のもと実施されていることを確認 

給水区域を拡張する際、拡張する区域が「水道の未普及地（過去に水需要予測を実施したことがない区域）である場合」や
「上記要件に該当しない場合」は、拡張する給水区域の規模（給水人口）が軽微であったとしても水需要予測が必要。 

水需要予測を簡素化可能なケースを追加 
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